
一般財団法人沖縄観光コンベンションビューローにおける随意契約の

公表に関する要領

制定 平成２７年１２月１８日

（公表の対象）

第１条 一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー（以下、「ＯＣＶＢ」という。）

がＯＣＶＢ会計規程第４５条の規程（昭和５１年１０月２０日規程第４１号）により締結し

た随意契約のうち支出の原因となる契約であって、沖縄県からの委託事業に係るものについ

て、公表を行うものとする。

（公表の内容）

第２条 前条の規定による公表の内容は、次に掲げる事項とする。

（１）契約の物品・役務等の名称

（２）契約日

（３）契約金額

（４）随意契約の根拠法令

（５）契約の相手方の選定理由（価格以外の条件により選定した場合は具体的に記載）

（６）契約相手方の名称・住所

（公表の時期、期間及び方法）

第３条 公表は随意契約の締結後、四半期毎に行うものとし、以下に定める期日までに行う

ものとする。ただし、平成２７年度に係る随意契約については、一会計年度分をまとめて平

成２８年５月末までに公表するものとする。

（１）第１四半期分毎年８月末まで

（２）第２四半期分毎年１１月末まで

（３）第３四半期分毎年２月末まで

（４）第４四半期分毎年５月末まで

２ 公表はＯＣＶＢのホームページに掲載（別紙様式）する方法により行い、契約年度の翌年

度末までの間、行うものとする。

（公表の対象外とする契約）

第４条 以下に定める契約は、公表の対象外とする。

（１）少額随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号）に該当する契約

（２）電気、ガス、水の供給を受ける契約

（３）電気通信役務の提供を受ける契約

（４）後納郵便に係る契約

（５）土地・建物の買入れ又は借入れに係る契約



附則

この要領は、平成２７年１２月１８日から施行する。


